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大分県公安委員会聴聞等手続規則の運用等について（通達）

大分県公安委員会聴聞等手続規則（平成８年大分県公安委員会規則第５号。以下「聴聞

規則」という。）は、大分県公安委員会（以下「公安委員会」という。）が不利益処分の根

拠となる規定が条例等（条例及び執行機関の規則（規程を含む。）をいう。以下同じ。）に

ある不利益処分をしようとする場合において、大分県行政手続条例（平成７年大分県条例

第30号。以下「行手条例」という。）第13条第１項（同項の規定にかかわらず聴聞を行わ

なければならない旨の他の条例の規定がある場合は、当該他の条例の規定）に基づき行う

意見陳述のための手続について、行手条例第３章に規定する事項の細目を定めたものであ

る。

この度、情報通信技術の効果的な活用のための規制の見直しに伴う関係条例の整備に関

する条例（令和６年大分県条例第21号）の一部が令和８年５月21日から施行されることに

伴い、行手条例が改正され、公示送達がデジタル化されることから、行手条例及び聴聞規

則の適用関係、運用等について、下記のとおり定めたので、事務処理上誤りのないように

されたい。

なお、「大分県公安委員会聴聞等手続規則について」（平成８年５月31日付け大通達甲（警

務）第５号）は、廃止する。

記

第１ 適用関係

１ 不利益処分の根拠となる規定が条例等にある場合の聴聞の手続及び弁明の機会の付

与の手続（以下「弁明手続」という。）は、行手条例第３章及び聴聞規則に定めると

ころにより行うこと。

２ 不利益処分の根拠となる規定が法律又は法律に基づく命令（告示を含む。）にある

場合の意見陳述のための手続は、行政手続法（平成５年法律第88号）第３章（他の法

律の規定により意見陳述のための手続の特例規定がある場合は、当該特例規定）等に

より行うこと。

第２ 行手条例及び聴聞規則各条項の運用等

１ 聴聞の手続又は弁明手続の選択（行手条例第13条関係）

(1) 不利益処分をしようとする場合において、行手条例上は弁明手続となるが、個別

条例の規定により行手条例第13条第１項の規定にかかわらず聴聞を行うこととされ



ている場合は、当該個別条例の規定並びに行手条例第３章及び聴聞規則に定めると

ころにより聴聞の手続を執ること。

(2) 弁明手続を執った場合において、その結果として、聴聞の手続が必要な不利益処

分の原因となる事実が発見され、これに基づいて当該不利益処分をしようとすると

きは、改めて聴聞の手続を執ること。

(3) 公安委員会がしようとする処分が、聴聞の手続が必要なものか又は弁明手続が必

要なものかについて、あらかじめ予定できない事情があるときは、聴聞の手続を執

ること。

２ 聴聞の通知（行手条例第15条及び聴聞規則第２条の２関係）

(1) 聴聞の期日までの「相当な期間」については、不利益処分の内容及び性質に照ら

して、その名宛人となるべき者が防御の準備をするのに必要な期間であるかどうか

という観点から個別に判断すること。

なお、行手条例に規定する意見陳述の手続の区分にかかわらず特例として聴聞の

手続を執ることを定めた個別条例において、この期間について規定している場合は、

当該個別条例の定めるところによること。

(2) 行手条例第15条第１項第１号の「予定される不利益処分の内容及び根拠となる条

例等の条項」については具体的に想定している不利益処分の内容及びその根拠条項

を、同項第２号の「不利益処分の原因となる事実」については不利益処分の名宛人

となるべき者にとって具体的な事実が認識され、その者の防御権の行使を妨げない

程度の事実を、それぞれ記載すること。

また、聴聞の件名については、聴聞の通知以後、当事者等から提出される全ての

書面に記載するものであるので、当該聴聞が特定されるようなもの（例えば、「田

村徹子に対する古物商の許可の取消しに関する件」）とすること。

(3) 不利益処分の名宛人となるべき者の所在が判明しない場合は、行手条例第15条第

３項の規定により公示の方法により通知を行うこととなる。この場合においては、

次のア及びイの措置を執ることにより行うこととなるが、留意事項はそれぞれ次の

とおりである。

ア 不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置

公示事項を不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く方法について

は、公示等を行う者に合わせ、大分県警察のウェブサイトに公示事項を掲載する

方法とすること。この場合において、掲載により情報の拡散が容易になり、公示

等の名宛人の名誉やプライバシーが侵害されるおそれ等があることから、掲載に

当たっては、次の(ｱ)から(ｳ)までの全ての事項に留意すること。

(ｱ) 公示期間終了後の速やかな削除

公示期間が終了しても当該公示事項がウェブサイト上に公開され続けること

のないよう、必要に応じて自動的に削除する機能を設定する、公示等の名宛人

が出頭して、送達すべき書類を受領した場合等公示等を継続する必要がなくな



ったと合理的に判断できる場合に公示等を終了するなど、公開期間の管理を徹

底すること。

(ｲ) インターネット上の機械的な情報収集手法への対策

公示事項を公開したウェブサイトに対して、クローリング（検索エンジンが

ウェブ全体のコンテンツを網羅的に把握し、検索結果を提供するためにウェブ

ページの内容を自動的に巡回して収集するプロセスをいう。以下同じ。）、ウェ

ブスクレイピング(特定のウェブページにある情報を自動的に抽出して収集す

るプロセスをいう。）等の機械的な情報収集が行われた結果、名宛人が公示等

に係る処分を受けたことが検索エンジンにより容易に判明するなどのおそれが

あることから、必ず次のａ及びｂに掲げる措置をとるとともに、可能な限りｃ

及びｄに掲げる措置をとること。

ａ 公示事項の機械可読性を低減させるための次の(a)及び(b)のいずれかの措

置

(a) 公示事項を記録したＰＤＦファイルに対する、内容のコピー、抽出等を

禁止する設定の付与（アクセシビリティを担保するため、ＰＤＦファイル

に対するアクセシビリティのための文書内容へのアクセスは許可するこ

と。）

(b) 公示事項を記載したファイルの全部又は一部の画像化（アクセシビリテ

ィを担保するため、公示事項を読み上げた音声ファイルも併せて掲載する

こと。）

ｂ 国立国会図書館法（昭和23年法律第５号）第25条の３の規定に基づき国立

国会図書館が収集した公示事項を記録したファイルについて、インターネッ

トによる公開及び利用者による複写を許可しないよう国立国会図書館に求め

る措置

ｃ 公示事項を公開するウェブページに、クローリングを拒否する意思を表示

するファイルを蔵置する措置（国立国会図書館法第25条の３に基づく、国立

国会図書館による国立国会図書館インターネット資料収集保存事業による収

集は許可する設定を追記すること。）

ｄ 公示事項を記録したファイルを検索エンジンのデータベースに登録しない

ようにする設定を付与する措置

(ｳ) ウェブサイトにおける禁止事項の記載

公示事項を公開するウェブページに、公示事項を機械的に収集する行為、転

載及び拡散をする行為等を禁止する旨を記載すること。

イ 公示事項が記載された書面を掲示板に掲示し、又は公示事項を庁舎に設置した

電子計算機の映像面に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置

インターネットにアクセスできない者に対する措置として、公示事項が記載さ

れた書面を掲示板に掲示すること又は公示事項を庁舎に設置したデジタルサイネ



ージ、モニター等に表示し、来訪者が閲覧をすることができる状態に置くことの

いずれかの措置をとること。

３ 聴聞の期日の変更（聴聞規則第３条関係）

聴聞の期日の変更は、当事者の行手条例上の権利ではなく、公安委員会において、

事務処理上支障がない、予定している処分の内容からみて当事者の意見を直接聴取す

る必要があるなどの事情を考慮して許可すれば足りる。

なお、当事者が都合により聴聞の期日に出頭できない場合は、行手条例第16条の規

定により代理人を選任し、又は行手条例第21条の規定により陳述書を提出する権利が

与えられていることに留意すること。

４ 代理人の選任（行手条例第16条及び聴聞規則第４条関係）

(1) 代理人を選任することは、行手条例により与えられた当事者及び参加人の権利で

あり、その選任は、当事者又は参加人が聴聞等に関する一切の行為をすることを委

任する旨を明示した書面（代理人資格証明書）の写しを添えて書面で行政庁に届け

出れば足り、行政庁は、これが満たされれば誰を代理人に選任しようと拒否するこ

とはできない。

(2) 当事者又は参加人が届け出た書面が代理人に聴聞等に関する一切の行為をするこ

とを委任する旨を明示した書面であれば、後記第４で定める代理人資格証明書の様

式でなくても、有効なものとして取り扱う必要がある。

(3) 代理人を選任した旨の届出の期限については、特に定めがなく、聴聞の開催の直

前であってもその受理を拒むことはできない。

(4) 代理人は、当事者又は参加人に代わって、本人の名において、かつ、自己の意思

決定に基づき聴聞等に関する一切の行為をすることができる者であり、当事者又は

参加人に関して聴聞規則に規定されている事項は、代理人が選任されている場合に

は当該代理人について適用される。

これにより、当事者に代わり代理人が聴聞の期日に出頭すれば、条例上の効果と

しては当事者本人が出頭したことになるので、当事者本人が正当な理由なく出頭し

なかったものとして聴聞の終結をすることはできない。

(5) 一度代理人が選任されれば、その資格は代理人の資格が喪失した旨の届出がある

までは有効である。したがって、聴聞の続行期日が指定された場合において、次回

の聴聞の期日に引き続き同一の代理人を出頭させようとするときは、改めて代理人

資格証明書を提出することを要しない。

５ 参加人（行手条例第17条及び聴聞規則第５条関係）

(1) 参加人は、聴聞の適正を確保するため必要であると認められ、職権により又は関

係人の申請を許可することによって聴聞の手続に参加することを認められた関係人

である。

(2) 参加人には、当該不利益処分がされた場合に、当事者同様に不利益を受ける者と、

利益を受ける者とがあり、両者には文書閲覧請求権等において差異があるので、そ



の認定に当たっては、これを判断しておくこと。

(3) 主宰者は、真に利害関係を有し、又は事実関係の評価（意見）において欠くこと

のできない者については、参加の求めがない場合でも、職権により、できる限り参

加を求める必要がある。この場合において、鉄道賃等の実費を弁償する必要がある

ときは、法令等の規定に基き出頭し又は参加した関係人等に対する実費弁償条例（昭

和32年大分県条例第46号）の定めるところにより当該実費を弁償すること。

６ 文書等の閲覧（行手条例第18条及び聴聞規則第６条関係）

(1) 文書等の閲覧は、当事者又は当該不利益処分がされた場合に自己の利益が害され

ることとなる参加人に限り認められるものである。

(2) 文書等の閲覧の申請がされた場合は、第三者の利益を害するおそれがあるなど正

当な理由があるときでなければその閲覧を拒むことができない。

(3) 閲覧を拒む正当な理由がある場合であっても、拒む理由となる部分以外の部分に

ついてまで閲覧の拒否が許されるものでないため、閲覧請求の対象となる資料の全

てについて閲覧を拒む理由がなければ、支障がある部分を伏せるなどして閲覧させ

ることが適当である。

(4) 不利益処分の原因となる事実が犯罪であるときは、閲覧に備え捜査関係書類とは

別に不利益処分の原因となる事実を証する書類を準備しておくことが適当である。

(5) 文書等の閲覧の権限者は、公安委員会（専決されている場合は、当該専決者）で

あることから、あらかじめ聴聞通知等の決裁と併せて閲覧が予想される個々の文書

等について、閲覧の可否等の承認を受けておくことにより、聴聞の期日における閲

覧請求があった場合の対応を迅速に行うこと。

なお、あらかじめ閲覧の可否の承認を受けたもの以外の文書等について、閲覧請

求があった場合は、その都度承認を受けて対応すること。

(6) 聴聞の期日における審理の進行に応じて文書等の閲覧請求があった場合に、その

資料の閲覧を認めるべきであるにもかかわらず、当該期日において閲覧させないと

きは、改めて聴聞の期日を定め、それまでの間にその資料を閲覧させる必要がある。

７ 主宰者の指名（行手条例第19条及び聴聞規則第７条関係）

主宰者の指名については、後記第４で定める聴聞通知書において主宰者の氏名等に

ついて連絡することとなっているので、遅くとも聴聞通知書を発出するときまでに、

個別の事実に係る聴聞ごとに行政庁が指名すること。

なお、主宰者の指名に当たっては、行手条例第19条第２項各号の除斥事由に注意す

ること。

８ 補佐人の出頭の許可（行手条例第20条第３項及び聴聞規則第８条関係）

(1) 補佐人は、代理人と異なり、当事者等の発言機関として陳述するにすぎず、聴聞

の期日における付添人としての地位しか認められていないので、当事者等に代わっ

て単独で当該期日に出頭したり、期日外の文書閲覧等の手続をしたりすることはで

きない。



(2) 補佐人の出頭を許可することが妥当である者としては、例えば、当事者又は参加

人が言語障害者や外国人である場合にその者の陳述を補佐する者や、当事者又は参

加人が法人である場合の会計等の具体的な事務担当者が該当する。

９ 参考人（聴聞規則第９条関係）

(1) 参考人に係る規定は、行手条例には定められていないが、聴聞の期日における適

正な審理のために参考人の陳述が必要な場合もあり得ることから、聴聞規則におい

て規定されたものである。

(2) 当事者又は参加人の参考人出頭の申出に対しては、事案審理上の必要性を主宰者

において判断し、許可又は不許可を決定すれば足りる。

10 聴聞の期日における陳述の制限等（聴聞規則第10条関係）

主宰者は、当事者又は参加人に対して、陳述の制限等の措置をとるときは、それら

の者の聴聞を受ける権利を不当に侵害することのないよう注意すること。特に、当事

者又は参加人に対して退場を命ずる場合は、その者が聴聞を受ける権利を放棄したと

認められるときに限られるものである。

11 陳述書の提出の方法（行手条例第21条及び聴聞規則第12条関係）

陳述書は、当事者又は参加人が聴聞の期日における意見陳述に代わるものとして提

出する書面であり、聴聞の期日に出頭するか、陳述書を提出するかの選択は、当事者

等の意思に委ねられている。

なお、聴聞の期日に出頭できない当事者又は参加人に対して、陳述書を提出する方

法があることを教示することは差し支えない。

12 聴聞調書及び報告書（行手条例第24条及び聴聞規則第13条関係）

(1) 聴聞調書は、公安委員会が不利益処分の決定について事実認定を行う上で、重要

な基礎となるものであり、適正な事実認定に十分に資するものとなるよう、当事者

及び参加人の陳述の要旨は的確に記載すること。

また、当事者等から提出された証拠書類等とその当事者等が行った陳述との関係

が明確なものとなるよう、証拠書類等と陳述内容との対応関係を明らかにしておく

こと。

(2) 報告書は、処分の原因となる事実に対する主宰者の意見を記載するものであり、

聴聞の審理の結果を踏まえ主宰者がその責任において作成すること。

なお、報告書の意見の具体的記載方法については、特に制約があるものではない

が、次のような例が考えられる。

・ 当事者等の主張に理由がないことが明白であるとの心証を抱いた場合

「○○○のため、当事者等の○○○の主張には理由がないものと考える。」

・ 客観的・明白な証拠はない（行政庁が保有する証拠書類と当事者等が提出した

証拠書類とが整合しないような場合を含む。以下同じ。）が、心証として理由が

ないと考えられる場合

「○○○の観点からみれば、当事者等の○○○の主張には理由がないのではな



いかと考える。」

・ 客観的・明白な証拠はないが、心証として理由があると考える場合

「○○○の観点からみれば、当事者等の○○○の主張には理由があるのではな

いかと考える。」

・ 当事者等の主張に理由があることが明白であるとの心証を抱いた場合

「○○○のため、当事者等の○○○の主張には理由があるものと考える。」

・ 当事者等が事実を認めたが、いわゆる情状に関し理由があると思料する場合

「処分に当たっては、○○○の点についても参酌願いたい。」

(3) 聴聞調書及び報告書の作成に当たっては、それらが当事者又は参加人の閲覧の対

象となることに留意すること。

(4) 聴聞調書及び報告書は、聴聞の終結後速やかに公安委員会に提出されることとな

るが、特に続行期日が定められた場合における第１回目等の聴聞の期日に係る調書

については、その作成後公安委員会に提出するまでの間は、主宰者において適切に

管理し、その間に、閲覧の求めがあったときには、主宰者がこれに対応すること。

(5) 聴聞調書及び報告書を公安委員会に提出する場合は、併せて当事者等から提出さ

れた証拠書類等を添付すること。

13 口頭による弁明の聴取（行手条例第27条から第29条まで及び聴聞規則第15条から第

17条まで関係）

(1) 弁明は、弁明書の提出により行うことが原則であるが、公安委員会が口頭でする

ことを認めたときは、弁明を聴取する警察職員を指名して行うものとされているこ

とから、指名された者は、当事者又は代理人の弁明内容を的確に記載すること。

(2) 弁明を口頭ですることを認めた場合であっても、当事者が弁明書の提出を希望し

たときは、行手条例の趣旨からも当然これを許容すべきものである。

(3) 弁明の通知については、前記２の聴聞の通知に準じて行うこと。

(4) 所在が判明しない場合の通知の方法、代理人、聴聞の期日の変更及び弁明書の提

出については、弁明の機会の付与について準用されていることから、聴聞の手続の

場合に準じて行うこと。

第３ 運用上の留意事項

１ 行手条例には、聴聞の手続及び弁明手続を公安委員会規則等の行政庁の定める規則

等に委任する旨の規定は置かれていないが、聴聞規則は行手条例に規定する行政庁（公

安委員会）の権限に属する事務を行うために必要な手続として、警察法施行令（昭和

29年政令第151号）第13条第２項の規定に基づき聴聞等の具体的運用細目について定

めたものであり、いわゆる法規たる性質を持つものではない。したがって、聴聞規則

を根拠に県民の権利を制限し、又は義務を課すことは許されないことに留意すること。

具体的には、次のとおりとする。

(1) 聴聞規則では、聴聞に関する参加の許可申請等を当該聴聞の期日の４日前までに

すべきことを規定しているが、申請がこの期限を経過して提出された場合であって



も、主宰者が当該申請に対する処理を迅速に行うことにより聴聞の期日までに応答

をすることが可能な場合には、期限を経過していることのみをもって当該申請を却

下することは許されない。

(2) 各申請等において、後記第４で定める申請書等の様式によらない申請があった場

合に、その様式によらないものであるとして当該申請を却下したり、その様式に書

き直させたりすることは許されない。この場合において、申請書に聴聞規則に規定

する事項及び許可・不許可の判断をするために必要な事項を記載していれば適切な

申請として取り扱うこと。

２ 行政手続法においては、同法の手続に付随して行われる派生的な処分又はその不作

為については不服申立てをすることができないこととなっているが、行手条例に基づ

く処分又はその不作為については、不服申立てができることに留意すること。

第４ 聴聞の手続及び弁明手続に係る様式

行手条例第３章及び聴聞規則による聴聞の手続及び弁明手続に係る様式については、

次のとおりとする。

１ 行手条例第15条第１項の書面 聴聞通知書（第１号様式）

２ 行手条例第15条第４項（行手条例第22条第３項、第25条後段及び第29条の規定によ

り準用する場合を含む。）の書面 第２号様式

３ 聴聞規則第11条第１項の規定により聴聞の期日及び場所を公示する文書 第３号様

式

４ 行手条例第16条第３項（行手条例第17条第３項及び第29条の規定により準用する場

合を含む。）の書面 代理人資格証明書（第４号様式）

５ 行手条例第16条第４項（行手条例第17条第３項及び第29条の規定により準用する場

合を含む。）の書面 代理人資格喪失届出書（第５号様式）

６ 行手条例第17条第１項の規定による許可の申請書 参加人許可申請書（第６号様式）

７ 行手条例第20条第３項に規定する補佐人とともに出頭することの許可に係る申請書

補佐人出頭許可申請書（第７号様式）

８ 聴聞規則第９条第２項の書面 参考人出頭申出書（第８号様式）

９ 聴聞規則第３条第１項の聴聞の期日の変更（聴聞規則第17条の規定により準用する

場合を含む。）に係る申出書 聴聞期日・弁明日時変更申出書（第９号様式）

10 聴聞規則第３条第３項の規定による聴聞の期日の変更（聴聞規則第17条の規定によ

り準用する場合を含む。）に係る通知書 聴聞期日・弁明日時変更通知書（第10号様

式）

11 行手条例第18条第１項の資料の閲覧の請求書 文書閲覧請求書（第11号様式）

12 行手条例第22条第２項（行手条例第25条後段の規定により準用する場合を含む。）

の書面 聴聞続行・再開通知書（第12号様式）

13 行手条例第24条第１項の調書 聴聞調書（第13号様式）

14 行手条例第24条第３項の報告書 聴聞報告書（第14号様式）



15 行手条例第24条第４項の調書及び報告書の閲覧の申請書 聴聞調書等閲覧申請書

（第15号様式）

16 行手条例第28条の書面 弁明通知書（第16号様式）

17 聴聞規則第15条第３項の調書 弁明調書（第17号様式）

（警務課法制係）



第１号様式

（表）

聴 聞 通 知 書

大公委第 号

年 月 日

殿

大分県公安委員会 印

あなたに対する下記の事実を原因とする不利益処分に係る大分県行政手

続条例（平成７年大分県条例第30号）第13条第１項第１号の規定による聴

聞を下記のとおり行いますので通知します。

記

聴 聞 の 件 名 〇〇〇〇に対する〇〇の許可の取消しに関する件

（ 聴 聞 番 号 ） （聴聞番号第○号）

予定される不利益

処分の内容

根拠となる条例等

の条項

不利益処分の原因

となる事実

聴 聞 の 期 日 年 月 日 時 分から

聴 聞 の 場 所

聴聞に関 名 称

する事務

を所掌す

る組織 所在地

備考１ あなたは、聴聞の期日に出頭して意見を述べ、及び証拠書類若し

くは証拠物（以下「証拠書類等」という。）を提出し、又は聴聞の

期日への出頭に代えて陳述書及び証拠書類等を提出することができ

ます。

２ あなたは、聴聞が終結する時までの間、当該不利益処分の原因と

なる事実を証する資料の閲覧を求めることができます。

３ その他聴聞に際しての留意事項は、裏面のとおりです。



(裏)

聴聞に際しての留意事項

１ あなたが聴聞の期日に出頭しない場合には、あなたに代わって代理人

を聴聞の期日に出頭させ、意見を述べ、及び証拠書類等を提出すること

ができます。この場合は、代理人を選任した旨の届出書に聴聞の件名、

代理人の氏名及び住所並びに当該代理人に聴聞に関する一切の行為をす

ることを委任する旨を明示した代理人資格証明書の写しを添付して大分

県公安委員会に提出してください。

２ 聴聞の期日において補佐人とともに出頭しようとする場合には、聴聞

の件名、補佐人の氏名及び住所、あなたとの関係並びに補佐する事項を

記載した補佐人出頭許可申請書を聴聞の期日の４日前までに主宰者に提

出して許可を受けてください。

３ 参考人として聴聞の期日に出頭させたい者がある場合には、聴聞の件

名、その者の氏名及び住所並びに陳述の要旨を記載した参考人出頭申出

書を聴聞の期日の４日前までに主宰者に提出して許可を受けてくださ

い。

４ あなたが聴聞の期日に病気その他のやむを得ない理由がある場合は、

大分県公安委員会に対し、聴聞期日変更申出書により、聴聞の期日の変

更を申し出ることができます。

５ あなた又はあなたの代理人が聴聞の期日に出頭する場合には、この通

知書を持参してください。

職 名

聴 聞 の 主 宰 者 氏 名

連絡先

聴聞の公開の有無



第２号様式

○○○○○○○○条例（○○○○年大分県条例第○○号）の規定による

不利益処分について、大分県行政手続条例（平成７年大分県条例第30号）

第13条第１項（及び○○○○○○○○条例第○条）の規定により、次のと

おり聴聞を行う。

年 月 日

大分県公安委員会委員長名 印

１ 不利益処分の名宛人となるべき者の氏名

２ 聴聞の期日

年 月 日 時 分から

３ 聴聞の場所

４ 聴聞に関する事務を所掌する組織の名称及び所在地

５ 聴聞通知書の交付

聴聞に関する事務を所掌する大分県警察本部〇〇課は、不利益処分の

名宛人となるべき者に対して、公示期間中、大分県行政手続条例第15条

第１項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでも交付するものとする。

６ 注意事項

この公示をした日から２週間を経過したときに、書類の送達があった

ものとみなす。



第３号様式

○○○○○○○○条例（○○○○年大分県条例第○○号）の規定による

不利益処分について、大分県行政手続条例（平成７年大分県条例第30号）

第13条第１項（及び○○○○○○○○条例第○条）の規定により、公開の

聴聞を次のとおり行う。

年 月 日

大分県公安委員会委員長名 印

１ 聴聞の期日

年 月 日 時 分から

２ 聴聞の場所

３ 聴聞番号

第○号



第４号様式

代 理 人 資 格 証 明 書

年 月 日

住 所

氏 名

年 月 日 において行
私は、

弁明通知書（ 年 月 日付け 第 号）に係る弁明の

われる聴聞 聴聞
について、下記の者を代理人として選任し、私のために

機会の付与 弁明

に関する一切の行為をすることを委任します。
の機会の付与

記

聴聞

の件名

弁明

住 所

氏 名

備考 不要の文字は、横線で消すこと。



第５号様式

代 理 人 資 格 喪 失 届 出 書

年 月 日

大分県公安委員会 殿

住 所

氏 名

年 月 日 において行われる

弁明通知書（ 年 月 日付け 第 号）に係る弁明の機会の

聴聞

について選任した下記の代理人がその資格を失ったので届け出ます。

付与

記

聴聞

の件名

弁明

住 所

氏 名

備考 不要の文字は、横線で消すこと。



第６号様式

参 加 人 許 可 申 請 書

年 月 日

主宰者

殿

住 所

氏 名

年 月 日 において行われる聴聞に関す

る手続に参加することを申請します。

記

聴 聞 の 件 名

聴聞に係る不利益処

分につき利害関係を

有することの疎明

連 絡 先

電話



第７号様式

補 佐 人 出 頭 許 可 申 請 書

年 月 日

主宰者

殿

住 所

氏 名

年 月 日 において行われる聴聞につい

ては、下記の補佐人とともに出頭したいので申請します。

記

聴 聞 の 件 名

補佐人の住所

補佐人の氏名 ( 歳)

職 業

当事者又は参

加人との関係

補佐する事項



第８号様式

参 考 人 出 頭 申 出 書

年 月 日

主宰者

殿

住 所

氏 名

年 月 日 において行われる聴聞につい

て、下記の者を参考人として聴聞の期日に出頭させたいので申し出ます。

記

聴 聞 の 件 名

参考人の住所

参考人の氏名 （ 歳）

職 業

陳 述 の 要 旨



第９号様式

聴 聞 期 日
変 更 申 出 書

弁 明 日 時

年 月 日

大分県公安委員会 殿

住 所

氏 名

聴聞の期日
年 月 日 において行われる

弁明の日時

について、下記のとおり変更を申し出ます。

記

聴 聞

の件名

弁 明

理 由

備考 不要の文字は、横線で消すこと。



第10号様式

聴 聞 期 日
変 更 通 知 書

弁 明 日 時

大公委第 号

年 月 日

殿

大分県公安委員会 印

年 月 日 において行うこととしていた

聴聞の期日
について、下記のとおり変更したので通知します。

弁明の日時

記

聴 聞

の 件 名

弁 明

聴聞の期日 年 月 日

変更前の

弁明の日時 時 分から

聴聞の期日 年 月 日

変更後の

弁明の日時 時 分から

備考 不要の文字は、横線で消すこと。



第11号様式

文 書 閲 覧 請 求 書

年 月 日

大分県公安委員会 殿

住 所

氏 名

年 月 日 において行われる聴聞に関し、

下記の標目に係る資料の閲覧を求めます。

記

聴 聞 の 件 名

閲覧をしようとする

資料の標目



第12号様式

続 行
聴 聞 通 知 書

再 開

年 月 日

殿

主宰者

,

年 月 日 において行った聴聞を下記の

続行
とおり するので通知します。

再開

記

聴 聞 の 件 名

（聴聞番号）

年 月 日

聴 聞 の 期 日

時 分から

聴 聞 の 場 所

備考 不要の文字は、横線で消すこと。



第13号様式

（表）

年 月 日

聴 聞 調 書

主宰者の職名及び氏名

,

聴 聞 の 件 名

聴 聞 の 期 日

聴 聞 の 場 所

当事者の住所及
聴 び氏名（代理人
聞 及び補佐人の住
の 所及び氏名）
期
日
に 参加人の住所及
出 び氏名（代理人
頭 及び補佐人の住（

所及び氏名）
出
席）

参考人の住所及
し び氏名
た
者

行政庁の職員の
職名及び氏名

聴聞の期日に出頭し
なかった当事者（代
理人・補佐人・参加
人）の氏名及び住所
並びに当事者及び参
加人にあっては出頭
しなかったことにつ
いての正当な理由の
有無

説明を行った行政庁

の職員の職名及び氏

名



（裏）

行政庁の職員の説明

の要旨

当事者・参加人・代
理人・補佐人・参考
人の陳述の要旨

提出された証拠書類

等の標目

その他参考となるべ

き事項

備考１ 参考人には、法令の規定により聴聞の期日に出頭したその他の者を含

む。

２ 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記載の上、これを

添付すること。



第14号様式

聴 聞 報 告 書

年 月 日

大分県公安委員会 殿

主宰者の職名及び氏名

,

聴聞通知書（ 年 月 日付け 第 号）に係る聴聞を終結

したので、その結果を次のとおり報告します。

聴 聞 の 件 名

意 見

聴聞に係る事実に対

する当事者、参加人

等の主張

理 由



第15号様式

聴 聞 調 書 等 閲 覧 申 請 書

年 月 日

（主宰者）
殿

（大分県公安委員会）

住 所

氏 名

年 月 日 において行われた聴聞に関し、

下記の標目に係る資料の閲覧を求めます。

記

聴 聞 の 件 名

□ 聴聞調書

閲覧をしようとする

調書又は報告書の別

□ 聴聞報告書



第16号様式

（表）

弁 明 通 知 書

大公委第 号

年 月 日

殿

大分県公安委員会 印

あなたに対する下記の事実を原因とする不利益処分に係る大分県行政手

続条例第13条第１項第２号の規定による弁明の機会の付与を下記のとおり
弁明書の提出

行いますので、 をしてください。
出頭して弁明

記

弁 明 の 件 名

（ 弁 明 番 号 ）

予定される不利益処

分の内容

根拠となる条例等の

条項

不利益処分の原因と

なる事実

弁
弁明書の提出先明

書
提 弁明書の提出期

年 月 日まで出 限

口
出 頭 場 所頭

弁
明

出 頭 日 時
年 月 日

時 分

弁明の機会の付与に際しての留意事項は、裏面のとおりです。

備考 不要の文字は、横線で消すこと。



（裏）

弁明の機会の付与に際しての留意事項

１ 弁明書を提出する場合は、あなたの氏名、住所、弁明の件名及び弁明

の機会の付与に係る事実についての意見を記載して提出してください。

２ 口頭による弁明をする場合は、出頭日時に出頭場所に出頭して、次の

者に対し、弁明を行ってください。

なお、口頭による弁明に代えて、弁明書を提出することもできます。

所 属

弁明を聴取する者 職名及び氏名

連 絡 先

３ 口頭による弁明の機会の付与を行う場合において、あなたが弁明の期

日に病気その他のやむを得ない理由があるときは、大分県公安委員会に

対し、弁明日時変更申出書により、弁明の日時の変更を申し出ることが

できます。

４ 弁明をするときは、証拠書類又は証拠物を提出することができます。

５ あなたが弁明をしない場合には、あなたに代わって代理人を選任でき

ますので、代理人を選任した旨の届出書に弁明の件名、代理人の氏名及

び住所並びに当該代理人に弁明の機会の付与に関する一切の行為をする

ことを委任する旨を明示した代理人資格証明書の写しを添付して大分県

公安委員会に提出してください。



第17号様式

年 月 日

弁 明 調 書

弁明録取者の職名及び氏名

,

弁 明 の 件 名

弁 明 の 日 時

弁 明 の 場 所

出頭した当事者又は

代理人の住所及び氏

名

当事者又は代理人の

弁明の要旨

提出された証拠書類

等の標目

その他参考となるべ

き事項

備考 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記載の上、これを添

付すること。


